
 

④漁協ガバナンスの継続的機能発揮 
 
 
 
    ↓ 
次の各漁業経営選択の整理・調整 

⑤漁港利用調整 
⑥６次産業型所得補完事業の確立 

漁協を牽引主体として漁業者・住民参加など地域の強いコミュニティによる漁業・漁村復興プロセスを地域力の創出につなげていく 

復旧期 
復興期 定着・再生期 
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③着実な復興事業推進 
 →拠点水産都市の 

水産産業クラスター再生 
④水産都市復興による都市機能再生※1 

 
⑤流通加工拠点・水産都市再生・運営 
の継続ときめ細かなフォローアップ 
→周辺中小漁村の生活・流通面の中心
的リーダー機能の発揮 
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村
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①漁協圏毎の漁港漁村配置 
マスタープラン 

②漁村毎の復興計画と事業着手 

③漁港漁村配置マスタープラン 
中間見直し 

④漁村毎の復興事業完成・住民帰住※2 

⑤漁港漁村配置マスタープラン 
検証・修正（将来予測の検証と次期 10
年予測・沿岸漁業振興体制の定着に基づ
く再編 →沿岸漁業振興の実践） 

⑥漁業を核とした６次産業化など漁村発
の独自性ある漁村活性化の推進 
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①沿岸漁業再生ガバナンス(漁協主導 
体制)の再構築による緊急時漁業経営体
制の確立・調整 
②緊急時利用漁港配置に関する組合員調整
③漁家所得補完型６次産業事業化検討 

⑦漁協ガバナンスの定着 
 （本格企業化・個人経営の位置付けの 
明確化・都市住民等漁業経営出資シス
テム・組合員間格差調整システムの明
確化等） 

 
⑧集中・日常利用仮復旧漁港配置の確定 
 
⑨６次産業型営利事業法の拡充展開 

新たな網の目型流通・交流ネットワークの形成－復興活動等を通じた“絆”をきっかけとした新しい全国的水産振興コミュニティ形成 

共同 

経営 

・現状維持満足タイプ 
・積極共同経営定着タイプ 
・独立志向タイプ 

復旧：人々をふるさとに留める「当面の生業
とくらしの場と機会」の早急な回復 
復興：本格復興に向けたビジョンの共有・計
画づくり 

日々の営みと並行した復興計画の着実な
実践・フィードバック・改良を通じた本
格復興の歩み 

復興プロセスを通じた地域力の強化と生
業とくらしの基盤再生による新たな地域
おこしの維持 

①本格復興計画策定と早期実践 
②水産都市復興計画策定と早期事業着手 

①最低限の陸揚・流通加工機能の回復 
②都市機能の早期仮復旧と周辺中小漁村圏域
を含めた健全な仮設住宅運営 

①漁港・漁場ガレキ撤去（有効利用含む）
②早期復旧のための共同経営・漁船共同利
用の推進 

①人を留めるコミュニティ型仮設住宅と補
完型所得機会の確保 

復興準備期 

※1被災規模・範囲が大きいため、段階的な復興・再生になる可能性もあり、比較的長期間の「仮設市街地」の環境保全の視点も重要と考えられる。 

※2福岡西方沖地震(玄海島)や北海道南西沖地震(奥尻島青苗地区)の際の集落復興事業が、被災後３～４年のタイムスパンで実施されおり、今回の被災範囲が広いことを勘
案しても、この期間内に住民帰住の完了が求められる。 
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